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はじめに
　労働者自主管理という一見単純な、その実極めて曖昧模糊とした制度の一側面を明らかにしていく
うえで、次の言葉を手懸りとしよう。
　　「すべて比較的大規模の、直接に社会的、または共同的な労働は、多かれ少なかれ一つの指揮を
　必要とするのであって、この指揮が個別的諸活動の調和を媒介するのであり、また独立した諸器官
　の運動とは区別される、全生産体の運動から生ずる一般的諸機能を遂行するのである。」（『資本論』、
　第1巻第11章。）
　われわれが、比較的大規模な組織的単位のなかで共同で営まれる労働様式を考察の対象とする限
り、そこでは「指揮」という共同労働の管理のための機能の存在を前提としなければならない。そし
て、この管理機能を作業実施機能と区別する限り、そこには両機能を担う者の間に分業関係を想定せ
ざるを得ない。とすれぽ、この分業関係の問題は、労働者自主管理によって営まれる労働組織にとっ
ても避けて通ることのできない問題となるはずである。そうである限り、この分業関係をそのまま自
主管理によって営まれるはずの労働組織にも押しつけることになり、それ故に「管理する者」と「管
理される者」とへの分化を想定しなけれぽならない。その結果、この想定は自主管理の理念と名実と
もに衝突し、われわれは袋小路に追い詰められてしまうことになる。
　「管理する者」と「管理される者」とへの分解を避け得ないことと前提すれぽ、この袋小路から脱
出するにはどのような条件が必要とされるのか。そして、そのような視角から考察する時、ユーゴス
ラヴィア（以下、ユーゴと略す）で現実に展開した自主管理制度（但し、本稿では労働組織のみを検
討の対象とする）の変遷の意味を、どのように把握することができるのであろうか。
　こうした問題関心から、70年代に入って急速に明確化されてきた「連合労働組織」を論理的に構成
し直してみることを、本稿の課題とする。以下においては、まず「連合労働」によって表現されてい
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る概念・組織形態等の素描から始め、それらの意味・意義の検討はその後におこなうつもりである。
1　連合労働組織とは
　1．　「連合労働」という概念
　連合労働Udru2eni　rad；associated　labourとは、自主管理原則に基づいて組織された労働者が、
社会的所有の下に置かれた生産手段を用いて経済的・非経済的活動をおこなう場合に、自らの労働を
結合するために採るあらゆる制度的形態を指し示す用語である。言葉をかえて言うなら、生産手段の
社会的所有という所有形態を前提とし、労働者自主管理という社会的生産手段の管理様式を通じて社
会的労働をおこなっていくにあたって、労働者が相互にとり結ぶあらゆる結合様式を連合労働という
基本的概念で表現しているのである。したがって、ユーゴの社会経済的編成秩序の最も基軸的な範疇
をなす連合労働は、これと不可分の関係にある生産手段の社会的所有、労働者による自主管理ととも
に、社会主義的社会経済制度の三大支柱であるという位置づけがなされているものと理解することが
できる。
　だがその場合、自己の労働を結合する個々の人々、つまり労働者はいかなる存在として規定されて
いるかが問われざるを得ないであろう。なぜなら、労働老が相互に結合する場合の関係性の枠組は、
彼がいかなる存在として把握されているかによって規定されてくるからである。先ず、74年憲法の規
定に照らして人間一般の問題としてみるなら、人間の社会経済的地位を決定するものは、平等の権利
と責任とに基づいてなされる彼の労働とその労働の成果とである。それ故に、他者の労働を搾取する
ことは許されない。のみならず、人間が自らの労働・労働条件・労働成果について自主的に決定する
ことは、不可侵の権利として保証されなけれぽならない（11条）。したがって、社会的所有を前提と
して自己の労働を結合する連合労働にあっては、労働者は自己の個人的必要或いは社会的必要を満た
すために社会的所有の下におかれた生産手段を用いて労働する権利を保証されると同時に、他の労働
老と平等の立場で、自由に、自己の労働条件、労働成果について管理する権利を不可侵のものとして
有していることとなる（13条）。
　このような存在規定を受けた労働者の結合する連合労働においてはじめて、社会的所有下にある生
産手段が労働老によって自主管理されるとともに、労働者相互の諸関係も彼ら自身によって自主的に
調整されうるのである。そのようなものとしての社会経済体制がユーゴでいわれるところの自主管理
社会主義であると言えよう。
　以上のことから、われわれは、よく言われる次のような構想を容易に想起することができる。
　　「人々は、共同の生産手段をもって労働し、彼らの多くの個人的労働力を、意識して一つの社会
　的労働力として支出する。」そのようなものとしての「自由な人間の一つの協力体」。（『資本論』、
　第1巻第1章第4節）。
　　　「すべての生産が協同した諸個人の手に集中され」、「各人の自由な発展が万人の自由な発展の条
　件となるような一つの協同社会」。（『共産党宣言』、国民文庫、p．　56）
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　d一ゴの歴史をみるかぎり、ここに表明されたひとつの構想が、労働者自主管理に社会主義社会の
社会経済的秩序の編成理念としての位置を与え、以後の展開を領導してきたことを認めないわけには
いかない。だが、それにも拘らず、労働者自主管理の制度化以後、約20年を経て漸く「連合労働組織
体制」とも呼ぶに値するひとつの体制を画する端緒にたどり着いた事実を踏まえるなら、以上の理念
だけでユーゴの自主管理制度の展開過程を説明しきることは到底不可能である。なぜなら、先の構想
を指導理念としたとするならば、労働者自主管理の制度化にあたって既に、「連合労働組織体制」が
築かれていても何ら差支えなかったからである。そして、その仮定のうえにたてば、何故今に至って
「連合労働組織体制」なのか、換言すれぽ、「連合労働組織体制」がもっているであろう固有の意味
を解明し説明することはできないと考えるからである。また百歩譲ったとしても、労働者自主管理に
基づく社会主義という前人未踏の地に足を踏み入れた以上は試行錯誤は止むを得ない、とする論法で
は、おそらく、この展開過程に内在するであろう論理を析出することが困難であると考えるからであ
る。
　2．連合労働組織の体系
　さて、われわれは「連合労働組織体制」を解明していくに先だって、連合労働組織の体系の枠組を
予め示すことから始めよう。
　前項に示した連合労働という基本概念を具体的に表現するうえでとられる組織形態はすべて、連合
労働組織Organizacija　udruZenog　rada；organization　of　associated　labourと呼ぽれる。この連合
労働組織は大きくは、連合労働基礎組織（以下、00URと略す）Osnovna　organizacija　udruienog
rada；basic　organization　of　associated　labour，労働組織Radna　organizacija；work　organizatiol1・
複合連合労働組織Slo2ene　organizacije　udruienog　rada；composite　organization　of　associated
Iabourに形態区分される。
　OOURとは、連合労働の組織的体系の中にあって、最も基礎的な組織形態をなすものである。
　「連合労働基礎組織は、労働者がそこで、経済活動その他の社会活動を直接に、対等の資格でおこ
　なうことによって、また社会的所有にある資財を用いて労働することによって、自己の社会的、経
　済的権利その他の自主管理権を行使し、自己の経済的、社会的地位に関するその他の問題で決定を
　下す、連合労働の基礎的形態である。」（『連合労働法』第13条、〔8〕No．520，　P．46．）
　00URが組織される基準は、そこでの労働の成果（有形・無形）が「価値」として表現され得る
か否か、という点にある。なぜなら、自己の労働生産物を自己の「所得」として表現できなけれぽ、
所得分配に対する労働者の自主管理権が保証され得ない、したがってまた、自主管理をおこなってい
くうえで最も基本的な権利を喪失してしまうとする論理を、その根底にもっているからである。換言
すれぽ、社会的な生産過程での組織間の相互依存性を前提としたうえで、00URでの自主管理の一
応の完結性が保障されるには、そこでの労働生産物が自己に帰属する所得として表現されなければな
らないからである。したがって、「社会主義的商品生産」を基本的な生産様式として前提したうえで
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は、この00URの所得は貨幣形態で表現されることになる。そして貨幣形態で表現されるために
は・労働生産物は「価値形態」をとらなけれぽならない。以上のことから、00URが組織される場
合の経済的基準は、そこでの労働生産物を価値として表現できることに求められていると言えるので
ある。
　だが、さらに、労働過程の側面からみる時、この基準は労働過程のひとつの技術的な完結性をも要
求する。なんとなれぽ、「価値」として表現されるためには労働生産物が完結するひとつの労働過程
を前提としなけれぽならないから、つまり、使用価値を有する労働生産物であるためには労働過程の
完結性を必要とするからである。したがって、以上のような把握からすれば、00URはそれ自体で
完結するひとつの技術的・経済的単位という具体的な表現形式をとることになる　（〔13〕P．105f．）。
言葉をかえるなら、ひとつの技術的・経済的完結体economic　and　technical　wholeであることによ
って、労働者自主管理のための組織形態が保証されるのであり、その意味で00URは自主管理のた
めの最も基礎的な単位として位置づけられてくるのである。例えぽ、ある鉄鋼コンビナートでは、労
働過程のひとつの技術的な同質性を基準として、採鉱、高炉、圧延という単位で00URが形成され
ている（〔11〕p．74．）。
　だが、社会的労働過程の経済的単位という観点から00URを眺める時、00URは、そうした
図1　連合労働組織の体系
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経済的単位体となり得ないという規定を受けている。
00URは最低限、「労働組織」内にあってはじめて定立
する組織形態なのである。換言すれば、社会的活動（経
済的・非経済的）をおこなう単位として国民経済的に存
在しうるのは、00URではなく、「労働組織」なのであ
る。つまり、社会的労働過程の経済的単位として存在で
きる最小限度の単位体は、労働組織でなければならない
（以下、特にことわらない限り、この固有の意味で「労
働組織」を用いる）。
　労働組織はその組織構成上、00URの連合体である。逆に言えぽ、00URはそれ自身で独立し
て存在することができない以上、必ず他の00URと連合して労働組織を形成しなければならない。
その場合、00URは、連合するにあたって、権利・義務・責任等の相互関係を直接協議して、自主
的に自主管理協約Samoupravni　sporazumi；self－management　agreementsを締結することを義務づ
けられている。また、複合連合労働組織とはいくつかの労働組織が連合した形態であり、その連合
は、同種・異種の労働組織が生産過程における産業連関、事業関係の持続性等に応じて多様な形態を
とりうるものとされている。
　さて、以上の連合労働組織の体系を一瞥するとき、われわれはひとつの疑問にぶつからざるを得な
い。それは、完結したひとつの技術的・経済的単位であり、自己の労働生産物を「価値」として表現
しうる00URが、何故、社会的労働過程における経済的単位として定立し得ないのか、という疑問
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である。先の00URの定義からすれぽ、00URは社会的労働過程における経済的単位として定立
するに足る条件を備えていたにも拘らず、その単位が00URの連合体たる労働組織でなけれぽなら
ないとする理由はどこにあるのか。この疑問に対する答えは、今までのOOUR一労働組織の関係に
ついての説明からでは決して明らかにされない。
　連合労働における自主管理のための最も基礎的な単位である00URが、社会的労働過程の経済的
に最小な単位となり得ない理由を解明する作業は、おそらく、連合労働組織の体系が形成されなけれ
ばならなかった理由の解明と軌を一にするであろう。なぜなら、労働者自主管理制度が運用されてい
くうえで、自主管理の基礎的単位それ自身が社会的労働過程の基礎であったとするなら（また、そう
であっても不思議ではない）、連合労働組織の体系にみられるような形態規定をせずとも済んだはず
だからであり、したがってまた、新たに連合労働組織の体系を築く必要もなかっただろうからであ
る。
　3．連合労働組織での自主管理
　前項で課せられた課題の解明に先だって、以下の行論のために、連合労働組織での労働者自主管理
の構造のあらましを素描しておくことが有益であろう。（以下は、主に『連合労働法』（1976年）の規
定に従う。〔8〕）
図2　労働組織での自主管理
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　先に示したように、自主管理のための基礎的単位は00URであり、そこでの自主管理の在り方
が他の組織形態での自主管理の在り方まで規定する構造となっているのが、ひとつの特微である。
00URにおけるすべての基本的意思決定は、00URの全労働老で構i成する労働者集会Zabor
radnika；workers’assemblyでなされる。したがって、この形態での意思決定が、最も直接的で基本
的な労働者自主管理の在り方である（464条）。とはいえ、00URのすべての問題がこの労働者集会
で処理されるわけではない。にも拘らず、それを直接的で基本的だと規定しうる理由は、他の二つの
意思決定形態ないしは様式との関係のなかに求められるのである。
　31名以上の労働者から成る00URでは、00URの活動と事業とを管理する責任をもつ機関とし
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て労働者評議会（以下・評議会と略す）を選出する（490条以下）。この評議会は、00URにおける
作業工程の全構成部分の労働者数に比例して（但し最低一名以上）選出される代議員によって構成さ
れる。00URの全労働者の代議機関として評議会が形成されるが故に、それは自主管理の間接的形
態と認められるが、それにも拘らず、労働者集会で代議員団もしくは代議員の活動の指針が決定さ
れ・また評議会が00URの労働者集団に責任を負わなければならない以上は、形態としての間接性
の度合は大幅に薄められていることとなる。例えぽ、ある製鉄コンビナートの例をみれば、00UR
の計画は評議会で採択されるが、採択に先立って労働者集会での全員による討議に付さない限り、そ
の採択は効力をもたないとされている（〔4〕）。なお代議員の任期は二年以内であるが、そこに選出さ
れる労働者の資格は制限されており、例えぽ事業管理者や個々の部局の長等々の職位にある老は被選
挙権を剥奪されている。また、評議会は自らの責務を遂行するにあたつて評議会の執行機関を設ける
ことができる。委託される執行業務の範囲は各々の00URの内規で定められることとされている。
　00URの労働者はこのように自らの代議機関として評議会を選出し、自らの権利の行使について
それに委任するのであるが、00URの存立の成否にかかわる重要な事項についてはその決定権を評
議会に委任することはできず、一般投票という労働者全員による直接投票によって決定を下さなけれ
ぽならないと法定されている（463条）。この様式が労働老自主管理の最も直接的な意志決定の形を示
しており、労働者集会での情報・討議という手続きと並んで、基本的で最終的な意思決定主体として
の存在規定を労働者に与えているといえる。
　00URは、自己の事業を専門的に管理し、その労働過程を組織・調整し、評議会とその執行機関
の決定を執行するための機関として、事業管理者（単独個人ないし合議体）をもつ（503条以下）。事
業管理者（ないしは合議体の議長）は外部に対して00URを代表する存在でもある。この職位に就
く者は、公募による選考をもとにして、選考委員会の提案に基づいて、当該00URの評議会によっ
て指名される。この選考委員会は00UR、労働組合、地域共同体の各代表によって構成されている。
事業管理者の任期は四年以内であって再選を妨げられない。事業管理老は、00URの労働者と評議
会に対して自己の職務についての責任を負っており、彼の解任に関する最終決定権は評議会にある。
また、彼（ないし合議体の長）は評議会の活動に参加する権利と義務をもっているが、そこでの議決
権は認められていない。
　次に労働組織における自主管理であるが、労働組織の労働者評議会と各00URとの関係に注目し
ておくだけで当面の目的を満たすであろう。なんとなれぽ、細かい点を除けば、00URの・各機関に
ついての規定が労働組織の機関についてもほぼ妥当するからである。労働組織での自主管理はそこで
の評議会によって担われる。その代議員は00URの労働者数に比例して一名以上選出されるのであ
るが・各00URの平等の権利を原則とするため、各00URの代議員数にかかわりなく投票権は各
00URに一票とされている（529条）。そして、労働組織の評議会の決定は多数決を原則としている
が・該当する00URの同意を得ないかぎり、決定が効力をもたない場合もあることに留意しておく
必要がある（528条）。
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皿　直接自主管理へ向けて
　1．共同労働としての労働者自主管理
　われわれは、社会主義的経済を前提として社会的労働過程の一単位での労働者自主管理を考えてい
くうえで、その最も基本的で素朴な理念として「自由な人間の共同体」を前提としていく限り、各個
人が自由に意思決定に加わり、自己の労働と労働生産物とを直接に管理しうる形態を想定しなければ
ならないであろう。その場合、全員が直接に決定を下し管理していく機構を保証するように組織され
る直接自主管理が、最も単純で基本的な形態となる。しかるに、自主管理していく場合の組織的単位
が社会的労働過程の一単位でしかあり得ず、それ故にまた共同労働を単位内での労働者の関係として
前提しなければならない限り、個別的諸活動の調和を媒介する「指揮」という機能、言いかえるなら
共同労働に対する管理機能を、ひとつの分化した機能として前提しなければならない。したがって、
共同労働におけるこうした管理機能と作業実施機能との機能上の分化は、自主管理を前提とした共同
労働においても不可避の現象と認めないわけにはいかない。
　だが、労働者自主管理の意味は、この共同労働における諸関係を自主的に管理するというところに
ある。したがって、管理機能をも共同労働体の労働者の共同の作業として自己の内に包摂すること
を、自主管理は意味しているはずである。にも拘らず、共同労働にとって不可欠の条件である管理機
能の分化は、必然的に自主管理される共同労働のなかにも、理念的に一端は包摂したはずの機能の分
化を生ぜしめ、そのままでは自主管理が自主管理たる根拠を失ってしまう事態に追い込まれてしまう
に相違ない。この堂々巡りの問題に対する答えは、機能の分化と機能担当老の分化との違いを認める
ところから解き明されなけれぽならない。その観点からすれぽ、機能の分化を共同労働の避け得ない
存立条件と認めたうえで、それぞれの機能を担当する老（必ずしもそれを自己に特化された機能とし
て固定化すべき必然性はないが）の問の関係として、この問題が把握される時に解明されることにな
ろう。さらに言えば、共同労働における管理機i能は、共同労働のなかでとり結ぼれる労働者間の関係
次第でその性格を異にしてくるはずであり、それ故にまた、この機能分化は、労働者間の関係に依存
して自主管理機構のなかに組み込まれうるか否か、別れるところとなるはずである。
　さて、資本主義的生産関係においては、生産手段の私有に基づいた共同労働体に対する支配力を横
桂として、共同労働に必然的な機能分化は・この機能の分化の一方、つまり管理機能を支配者の聖域
にまで高め、専ら支配のための手段と化すのである。したがって、労働者自主管理において克服され
るべき対象は、先ず支配の手段として特殊化されていたこの管理機能であったのである。それ故に、
共同労働に必須の条件であった管理機能の分化を前提として、それを支配の手段から、共同労働に普
遍的な条件としての管理のための管理機能に引き戻したところに、労働者自主管理の意義があったの
である。と同時に、そこにおいては、労働者自主管理の固有の問題として、誰によってその管理機能
が担われ、他者に対してどのような関係が形成されるべきか、という新たな難題が提出されざるを得
ない。なぜなら、管理機能が共同労働に不可欠の条件として前提され、常に機能分化に応じた担当老
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間の分業関係が形成される以上、たとえ自主管理といえども、その構造のなかでは「管理する者」と
「管理される者」とに分裂していく契機をどこまでも秘めているからであり、それへの抑止力として
労働老間の関係が常に問われなければならないからである。
　2．労働者自主管理に内在する二重の困難
　以上のような予備的考察を前提として、ユーゴの実態に視線を向けてみる時、労働老自主管理の出
発点に既に内包されていた二重の課題を指摘することができる。
　労働者自主管理が制度化された時、自主管理のための機関として三老が規定されている。すなわ
ち、労働集団（企業＝現在の労働組織）の代議機関としての労働者評議会、評議会の執行機関として
の管理委員会、そして企業活動の技術的調整・管理を担当する企業長（総事業管理者Direktor；di・
rector）の三老であった。この三老の関係を簡単に示せぽ以下の通りである。企業の最高決議機関は
評議会であり、管理委員会は評議会の執行機関としての職務を遂行し評議会に責任を負うと同時に、
企業長の職務遂行を監督する。企業長は、各部局の長ら事業管理を専門職とする者たち（指導職と呼
ぼれる）とともに、評議会及び管理委員会の決定の下に企業の労働過程の技術上の調整・管理をする。
そして、常軌的な技術上の決定事項を除けば経営政策についての決定権をもたず、自己の職務遂行に
対しては常に評議会に責任を負うものとされていた。
　自主管理のための機構のなかにみられる労働者（労働集団）と自主管理機関とりわけ評議会との関
係、自主管理機関相互の関係、そして前者の関係と後者の関係との間に形成されるさらに入り組んだ
第三の関係、等々が上に素描したような自主管理関係として理想的に展開しうるか否かという問題に
ついての分析は、別の機会に譲らざるを得ないが、上記の各主体・機関の問の関係から、少なくとも
次のような可能性だけは指摘できるであろう。
　先ず、労働者自主管理は間接的な性格をもっていることが指摘されなければならない。つまり、こ
こで言う間接性とは、労働者が自主管理をおこなっていくにあたって、その一般的な形態として、評
議会に代表される代議機関を基本的な自主管理機関とすることによって、労働者相互の諸関係がこの
代議機関を媒介として結合されていくという間接性なのである。
　当初の想定においては、国営企業から労働老管理企業に転化するには労働集団内の諸関係を民主化
することが必要であり、その民主化によって労働集団内での労働者の権力は保証され、集団内のすべ
ての問題は解決されるであろうという「幻想」があった（〔10〕P．12．）。その幻想を最も高くにまで
引き上げたのは、評議会を通じた労働者による民主的意思決定だったのである。確かに、こうした手
続きによって獲得される民主化の程度は革命的ですらあったのであり、そうした民主的関係の下で
は、労働者と評議会との距離は間接性を意識させぬほど近いものであった。だが、この幻想は、ユー
ゴの実情をみる時、差迫った要求としてあった急速な経済成長という課題の前に、そのヴェールを一
枚一枚引き剥がされざるを得なかったのである。急速な経済成長という課題は、社会的生産手段の急
速な蓄積、つまりそれらの急速な集積と集中とを要求するものであり、そのことは社会的労働過程の
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経済的単位の規模の膨張を伴わざるを得ない。それ故に、こうした経済的単位を同時に自主管理の単
位ともしていたことを勘案すれば、自主管理単位の規模も急激に膨張し、その内部的な諸関係も一層
複雑になることが避けられなかったはずである。
　当初前提としていた単位規模において、それほど意識されなかった労働者と自主管理機関とくに評
議会との民主的関係の間接的性格は、現実の経済的課題を契機とした組織規模の膨張によって一層白
日の下にさらされ、それ故、労働者の直接的な自主管理という理念からすれぽ、耐えうる限度に到達
するのはすでに時間の問題であったのである。したがって、自主管理単位の規模の膨張によって、同
じ立場に立つ労働者の間にできる「管理する者」と「管理される者」との距離がさらに遠ざけられ、
間接化してしまう度合がなお一層高められることを、以上のことは意味していた（〔15〕P．　397ff．）。
　第二に指摘すべきことは、自主管理機関の機能上の二重性が調整困難なほどに分裂してしまい、そ
のことによって労働者自主管理が有名無実化してしまう可能性についてである。自主管理の組織構造
から言いうることは、評議会・管理委員会を通じた労働集団内のすべての諸関係の自主管理と、企業
長を象徴とする職業的専門家ないしはその組織（しばしば専門家会議Kolegij；college　of　executive
headsの形をとる）による労働過程の技術的管理とへの管理機能の分解＝二重化、したがってまた管
理組織の二元性が、はじめから前提されていたとどう点である。
　だが、労働者自主管理の意義は労働過程の管理と、労働過程で人々がとり結ぶ関係＝社会関係の調
整とを自主的におこなうところにあったはずである。ところが、労働集団の第一の目的が労働生産物
を通じて所得（貨幣形態）を確保すること（しかもより多く）にあるために、その目的を達成するう
えで、必然的に労働過程での各情報に精通する者が極めて大きな発言力をもつような条件が自主管理
組織内に形成され（〔3〕P．261f．）、内部から自主管理を否定する要因が醸成されるようになる。言葉
をかえれぽ、労働過程の技術的管理に専門職業的に携わるだけで、評議会に対して自己の職務遂行の
責任を負う立場にあったはずの職業的専門家の管理機能が、大きな比重を占め、かわって、労働者に
よる労働過程の自主管理と労働者による社会関係の自主的調整とがその意義を後退させてしまうこ
と、すなわち自主管理の否定が、そうした管理機能の二重化によって単なる可能性だけにとどまらな
い現実味を帯びるに至る。
　自主管理機関の間にある管理機能の分担関係は、現実の上ではそのまま労働集団のとる政策に反映
し、政策．ヒの動揺を表現することになる。というのは、何らかの方法で管理への労働者の直接参加を
保証すべきだとする社会政治的原則を優先させるか、或いは管理の経済的・組織的効率を第一とすべ
きかというディレンマのなかで、労働集団は自己の政策の選択を常に迫られていたのであるから（〔1〕
p．86．）。そして、この政策選択には、急速な経済成長という現実課題が常に選択の幅を狭める制約と
してあったことは既に述べたところである。したがって、自主管理機関の担う管理機能の二重性に起
因して、各自主管理機関でのテクノクラート支配に始まって、最終的には労働集団の全面的なテクノ
クラート型管理の可能性、言いかえれば自主管理の否定の条件は、国民経済的な現実課題に直面し
て、十分なまでに与えられてくるのである。
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　以上のことから、ユーゴの初期の構想だけでは、労働者自主管理といえども、その内部に生まれる
「管理する者」と「管理される者」とへの分裂の契機までをも否定するには不十分であったと言え
る。そして、その分裂は常に二重の形態をとりうること、換言すれぽ、労働者による直接自主管理に
とっての課題は常に二重に課せられていたということが言えるのである。
　3．労働者自主管理単位の細分化
　それでは、二様の現象形態をもつ「管理する老」と「管理される老」とへの分裂契機は、以後の労
働老自主管理制度の展開においてどのように克服されようとしたのであろうか。その分析にあたって
先ず、われわれの留意すべきことは、上記の二様の課題の克服が常にひとつの組織形態としてしか表
現され得ないであろうという点である。なんとなれぽ、先の二重の課題は常に自主管理のためのひと
っの組織形態の中にこそ内在するものであったからである。つまり、自主管理単位として採りうるひ
とつの共同労働の組織形態のなかに不可分の問題としてこの二重性があったれぽこそ、その課題に対
する村応もひとつの新たな組織形態をとって現われざるを得なかったからである。
　予め結論的に言ってしまえぽ、この二重の困難は自主管理のための組織的単位を細分化することに
ょって克服されることになろう。なんとなれぽ、自主管理のための組織の規模を縮少することにょっ
て、労働者と自主管理機関とくに評議会との距離を狭めることを可能とすると同時に、労働者全体に
よる恒常的な直接的意思決定の様式（例えば労働者集会）を可能とするからである。そして、そのこ
とは翻って、労働過程の技術上の細分化を通じ、労働過程の技術的情報への一般労働者の密着度を高
めることによって、職業的専門家による情報独占に対する抑止策ともなり得、所謂テクノクラート支
配への規制老としての地位を一般労働老に可能とするからでもあった。つまり、そうしたことを可能
とするのは、小集団化することによって、集団内の社会的・技術的諸関係の範囲が狭められ、理解で
きる程度が高められるからであった（〔2〕P．57・）。したがって、自主管理単位の細分化は労働者全員
による直接的な自主管理の可視性を高め、自主管理の底辺の拡大、つまり自主管理制度の大衆化を可
能とする措置であったのである。
　さて現実の細分化過程をみる時、その過程は大規模な労働集団で自然発生的に開始されている（19
55年）。そのことは、労働集団の規模の膨張に伴って惹起された自主管理の間接化に対する反動として
理解するとき、当然の現象であった。具体的には、大規模化した労働集団のなかで部門別評議会を選
出して、部門毎に自主管理がおこなわれる体系が築かれ出したのである（〔6〕P．92f．）。この部門別評
議会は、労働者と自主管理機関との分業関係、さらには自主管理機関内の分業関係を克服する課題を
負わされた時、労働集団内部でのある程度の自立的な自主管理単位として、経済単位Ekonomske
jedinice；economic　unitという形態に表現し直されてくるのであった（1959年）（〔5〕P．158f．）。し
かしながら、現実にはこの経済単位が自主管理のための自立的組織であるためには制約が大きすぎた
が故に、早晩、さらに自立的な組織的形態が模索されねばならなかった。
　自主管理を可能とするための経済的条件として、所得分配までが各組織的単位での自主的な管理に
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服さなければならないだろうという認識の下に、それを可能とするための労働過程の技術的・経済的
完結性が要求されるに至ったのである。したがって、自主管理の組織的単位の基準は、市場で独立し
て行動しうる条件を備えた経済的・技術的完結体であるか否かに求められたのである。そういうもの
として採られた組織形態が労働単位Radne　jedinice；work　unitと呼ぼれ、労働集団（ここから労
働組織と呼ぼれるに至る）は各労働単位から再構成される共同体であるという新たな関係が形成され
てきたのである。さて、この労働単位での最高の、そしてまた最終的な決議機関の地位は、単位の評
議会に代わって、全員で構成する労働単位の労働者集会が占めることになった。それ故に、評議会は
労働者集会で決議される基本方針に基づいて責務を果すべき代議機関と化したわけである。そうした
関係にあっては、かつての自主管理の間接的性格は、より直接的な性格へと規定し直されなければな
らないであろう。ましてや、30名以下の労働単位においては単位評議会を選出せず、全員で直接にそ
の任務を遂行すべきことが定められていたが故に、その直接的な性格は一層明白であったと言える。
「特に小規模な労働単位での労働者集会は、これまでユーゴで達成された直接自主管理の最高水準を
示している。」（〔2〕p．121．）
　かくて、労働者集会を通じて可能とされる自主管理の直接化によって、労働単位は、「（経済的・技
術的単位としての）合理的組織と、（そのなかで労働者が結ぶ諸関係を反映した）社会的組織との矛
盾を直接的な労働者自主管理を通じて解決する役割」（〔2〕P．58．括弧内は筆者の補足）をもつ組織
形態である、とする性格規定を受けるに足る条件を得たのである。だが、我々がここで留意しておか
なけれぽならないことは、こうした労働単位においてすら、かつて自主管理機関相互の間に見出した
あの分業関係までをも止揚してはいないという点である。したがって、直接自主管理という指導理念
からすれば最も忌み嫌われるであろうテクノクラート型管理の可能性は、依然そこに残されたままで
あった。
　4．労働者自主管理単位の分立化
　次に、労働組織内での各労働単位間の関係、或いは各労働単位と労働組織の中央自主管理機関（評
議会・管理委員会・総事業管理老）との関係をみるならぽ、そこに新たな問題の発生を見出すことが
できる。各労働単位が市場で独立して行動する経済的単位であることは、そのままではないにせよ、各
単位の間に市場関係を導入することを意味していた。言いかえるならば、労働組織内での各労働単位
は、経済的には内部市場を通じて結合される関係に置き換えられることを意味していたのである。し
たがって、労働組織全体で得た所得の内部分配や投資などの経済的問題をめぐって、労働単位間に衝
突が生ずることは当然にも考えられるし、また事実そうであった（〔2〕p，59．）。さらに、経済的に自
立した労働単位が、労働組織内での経済的活動の自由・独立性をそれぞれ追求するに至ることは、論
理的にも首肯しうるところであった。というのも、所得の寡多は何よりも単位での労働の成果に依存
したからである。それ故に、特に大規模な労働組織での内部関係が険悪化する傾向にあったとしても
何ら不思議ではなかった。だがそれ以上に、こうして労働単位がそれぞれ経済的に自己を主張するこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一65一
とによって、労働組織が個々の労働単位へと分解してしまい、再統合しうる機構を見出し得ないまま
に労働組織が零細化し孤立化してしまうところに、事態の深刻さがあったと言えよう。そのことは、
遠からず、経済組織のアウタルキー化によって、国民経済を分解し、無政府的状態に落とし込めるに
至るだろうことを意味していた。
　では、何故そうした傾向に歯止めがかからなかったのであろうか。われわれは、その原因を、労働
組織に内在する矛盾に求めることができる。労働組織段階での自主管理においては、各労働単位から
選出されてくる評議員によって構成される中央労働者評議会がその中核をなしていた。だが、そこで
の意思決定は多数決を原則としておこなわれたために、形式としての民主主義は必ずしも各労働単位
間の実質的な利害調整をなしえない。なぜなら、各労働単位は経済的に自立できる条件を持っていた
ことによって、調整不能の場合は労働組織から分離して独立することが可能であったからである。し
たがって、各労働単位が経済的に自立しうる道を確保している限り、中央の自主管理機関とくに評議
会はその存在理由を失い、形骸化してしまわざるを得なかったのである。
　自主管理単位の細分化によって、労働者自主管理制度の直接化・大衆化が促進されたにも拘らず、
そうした細分化の条件＝＝労働単位の経済的自立性が、逆に社会経済的な労働の単位＝社会的労働過程
の経済的単位（労働組織）での労働者自主管理を否定する条件に転化’ｵた。この栓拮に直面したと
き、再々度新たな自主管理の機構が模索されなければならなかったのである。その探求の結果が、連
合労働組織の体系であったと言える。
皿　連合労働組織の意義
　1．OOURが社会的労働過程の経済的単位たり得ぬ理由
　前節の考察を基礎として連合労働組織の体系の意味を考えてみることが本節の課題である。
　既に述べたように、00URは自主管理の基礎的な単位であった。この00URが経済的に独立し
うることは少なくとも論理的に可能である。にも拘らず、社会的労働過程の経済的単位とはなり得
ず、その地位を労働組織に譲っている。何故か、その理由は既に明白である。自主管理の充実＝直接
化を求める余り、社会的労働過程の経済的単位たる労働組織の過度の「零細性」と「孤立性」（〔7〕
p．85．）とが進行したが、そのことは国民経済の混乱ぽかりではなく再生産の非経済性（経済発展への
逆行）をも意味していた。つまり、社会的労働過程が効率的・経済的に営まれるためには、そうした
過度の分解は障害となるだけであった。したがって、そうした社会的労働過程の経済的単位として
の凝集性はある程度保証されねばならないことになる。そうである限り、「労働単位」から転化した
00URは、労働組織に連合するにあたって、そうした凝集性を保証する存在でなけれぽならなかっ
たのである。そこに、社会的労働過程の経済的単位としては労働組織が最小の存在であり、か
っ00URが労働組織の外部に独立して存在し得ない理由、すなわち00URは自主管理の単位で
はあっても社会的労働過程の経済的単位たり得ないと規定した理由を発見することができるのであ
る。
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　かくて、00URの設立基準は経済的に求められるよりはむしろ、技術的な意味での労働過程の
同質性、つまりある程度の完結性をもつ労働過程に従事する労働者群に求められるべきことになる
（〔14〕p．16．）。そして、そうした技術的完結性は、おのずと自己の労働を価値物として表現できる根
拠をも提供することになったのである。
　では、こうした凝集性を労働組織にもたせることはそのまま自動的に、一度否定されたはずの労働
組織全体での自主管理までをも保証すると言えるのだろうか。われわれは、以下の二項でこの点を明
らかにすることを課題とする。
　2，労働共同体
　労働共同体Radna　zajednica；work　communityとは、労働組織においては、「共通に関心を寄せ
る経営上の専門的活動、補助的活動およびこれに類する活動をおこなう労働者」（〔8〕No．520，　p．47．）
によって構成される単位である。言いかえれば、労働共同体に組織される人々は、直接には生産活動
という実施機能を担当せず、いわゆるテクニカル・サービスを専ら提供するスタッフ部門に属する人
々として主に理解することができる。例えぽ、計画、研究開発、財務、マーティッテング等を専門的
に担当する人々の集団である。
　連合労働組織体系とくに労働組織のなかに00URと区別して労働共同体を設置すべき根拠をめく・
ってかわされた論議の中心は、彼らの所得の根拠をどこに求めるかという点にあった（〔14〕p．25f．）。
というのも、拡大するぽかりの所得格差現象に直面して、比較的高い所得を得ていた彼らに高所得を
正当化しうる理由があるのかないのか、さらには直接生産に携わらない彼らの所得獲得基準を何処に
求めうるのか、という論議を避けて通れなかったからである。この問題提起を無視してよい理由は何
処にもない。なんとなれぽ、この集団の各自の受取る所得の獲得根拠を示すことは、単に自然発生的
な所得格差現象への是正策を提供するぼかりでなく、彼ら自身の存在規定までをも可能とするからで
ある。だが、前節までの考察との関連からすれば、われわれは別の角度からこのスタッフ相当集団の
問題を考えるべきであろう。
　労働組織の大規模化・複雑化に随伴していわゆるライン的管理から分離してくるテクニカル・サー
ビス（スタッフ）が、対抗力の不在のままに労働過程に密着するとき、計画化等を頂点として、労働
組織の命運を左右する存在となることは自主管理とて避け得ないところである。そのことが先の管理
機能の二重化をさらに複雑にさせ、テクノクラート型管理の可能性を一層高めるものであったことは
言うまでもない。それは生産力の伸長に伴って、自主管理に対する新たな問題領域を拡大するだけで
あった。したがって、社会的生産の効率からしてその存在を否定すべきではないとしても、労働者自
主管理の指導理念からすれば、こうしたテクニカル・サービスの地位を相対化し、なおかつそれを有
効に利用しうる体系を追求せざるを得なかったことになるであろう。
　「労働者による管理とは、基本的な社会的生産関係として、また連合した労働の諸条件及び成果に
労働者階級が行使する力powerとして理解されなけれぽならない。労働老管理は生産の増進にかか
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わる技術的問題の領域において追求されるべきではなく、生産者の個人的・社会的利益の実現の領域
において追求されるべきものである。」（〔9〕P．44．）とすれぽ、この観点からテクニカル・サービス
をどのように位置づけることができるのか。われわれは次のような事実把握に手懸りを見出すことが
できる。「各種のプラソ・アイデア・解決策等を執行スタッフや専門家のチームが労働者評議会や労
働集団に提案し、次いで、それらの提案が生み出すと予想される所得の側面から、またそれらの提案
が企業内の個々のカテゴリーの人々にとって何を意味しているのかに照らしながら、討論されるよう
な自主管理関係を企業内に造り出すような傾向が、ここ2、3年のユーゴの理論と実践との双方の内に
見受けられる。」（〔9〕P．46．）テクニカル・サービスによって労働者一般が操縦されるのではなく、
逆に自主管理のなかにあって、労働老がこうしたテクニカル・サービスを利用しながら基本的決定を
下していく関係を築くことに打開策を求めることができる。
　しからぽ、テクニカル・サービスtlC－一一定の活動の自由を保証し、なおかつ労働者がそれを利用しう
る組織形態は何であったのか。とりもなおさず、それは労働組織内に自主的な単位として彼らを自立
させることであった。それが労働共同体という組織形態をとらしめる要因であったのである。と同時
に、分離・独立させることによって、労働共同体は他の00URに対して客観化された関係におかれ
ることになる。ここに、00URがテクニカル・サービスを「利用」しうる組織的関係が成立するに
至る。したがって、内部にそうした関係を築くことは、労働組織としての凝集カーここでは労働過程
の専門的な技術的調整一を保証することを意味していたのである。
　だが、それは利用できる組織的関係を可能性として築いただけで、現実のうえでの具体的保証まで
をも与えていたわけではない。それでは、00URが労働共同体の専門的なサービスを享受しうる関
係を具体的に保証するものは何であったのか。
　3．　自主管理協約
　自主管理協約を結びうる主体は、労働者個人から労働組合や社会政治共同体（地方自治体・連邦等）
にまで至るが、われわれの当面の関心は労働組織内の諸関係である。労働組織は00URの連合体で
あり、その連合に際して必ず協約を締結しなけれぽならないが、その場合の自主管理協約は、労働組
織に連合する各00UR間の結合の諸条件及び所得分配の基準を確定する装置である（注）。とすれぽ、
労働組織内の各00UR間の諸関係を自主的に定め、安定を維持する装置として、自主管理協約が固
有の意味をもってくるのである。したがって、労働組織としての凝集性は自主管理協約によって保証
されると同時に、協約を前提とした各00UR間の直接協議による相互の自主的な利害調整も保証さ
れなけれぽならないことになる。そうである以上、かつての労働単位がセクショナリズムに陥ること
にょって否定された労働組織全体での自主管理は、その機能を復活させることができるようになるの
である。
　ここに、労働組織は00UR間の諸関係を自主管理協約によって結合する水平的組織構i造を、そし
て自主的組織化を、基本的特徴とするようになってくる。それは、つまり、各00URでの直接的な
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自主管理を保証し、その基礎のうえで社会的労働過程の合理的な組織単位としての粘着力をもって再
生産過程に入っていく組織形態を可能とするものであったのである。以上の観点からみるとき、「連
合労働」という言葉は、こうした組織化方式を実に巧みに表現しうるものであったと言えよう。
　さて、最後に残されたもう一点の検討に移ろう。自主管理協約は、00URが労働組織内で労働共
同体のテクニカル・サービスの提供を受けるにあたっても締結されることになるが、そこに形成され
る00URと労働共同体との関係は、まさに協議一協約を媒介とした水平的関係である。先に述べた
ように、労働共同体が自主的・自立的単位になることによって他の単位（00UR）に対して客観化さ
れることになったが、自主管理協約の締結という手続きにょって、00URとの水平的関係が具体的
・現実的に保証されるに至ったと言える。勿論、水的的関係に置かれるといえども、労働共同体のも
ちうる職能の専門性がその力を減じたわけではない。それに対する抑止装置は当然の如く開発されな
けれぽならない。それは労働組織の内部関係を益々複雑にする原因となったが、その典型として、労
働組織内の労働老自身によって構成される各種の監督機関を指摘することができる。だが、ここでは
当面の関心である労働共同体の問題に関する限りで、以下の点を指摘するだけにとどめよう。
　労働共同体も自主管理をおこなう単位として評議会をもつことになるが、労働共同体の事業管理老
は労働組織の評議会によって指名・解任される関係におかれる。また彼は、常に自己の職務遂行の責
任を労働共同体にではなく、労働組織の労働老評議会に負う関係におかれている。このような措置が
どれほど有効であるかは問わないとしても、労働共同体が他の00URの上に君臨するような関係の
承認でないことだけは確かである。このようにして、テクニカル・サービスが労働過程においてもち
うる力を相対化する方策が案出されてきたのである。
む　す　び
　労働者によっておこなわれる直接自主管理を最も基本的な指導理念としたにも拘らず、それを具体
化するにあたって採られた組織形態のなかには、既に直接自主管理を否定する二重の契機が内包され
ていた。言いかえれば、出発点において、自主管理のなかに常に「管理する者」と「管理される者」
とへの分裂の契機が二重に与えられていたのであり、かの基本的指導理念と矛盾する要素を理念の実
現形態のまさにその内に内在せしめるという自家中毒に犯されていたのである。そして、それは社会
的生産の経済効率を課題としたとき発病せざるを得なかったのである。ということは、経済効率を維
持向上させる一方で、自主管理を否定するに至るあの二契機を排除しなけれぽならないという、同時
的な二重の課題を背負わされていたことを意味していた。
　この二重の課題を同時に満たすためにはいかなる条件が与えられなければならなかったのか。われ
われは、その条件を、自主管理のためにとられた組織形態のなかに求めてきた。そのなかで明らかに
されたことは、第一に職業的専門的管理の機能を労働者自主管理のなかに組み入れることは決して不
可能ではなかったということ、しかも労働者階級としての発達の遅れを理由にして、所謂テクノクラ
ート型管理を許すようなことは決してなかったということである。だが、第二に指摘すべきことは、
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直接自主管理を可能とするためにとられた組織形態がそのまま自動的に、経済的な合理性・効率性を
証明するものでもなかったという点である。そのことは連合労働組織にもそのまま妥当し、それ故に
また、連合労働組織の体系に残された課題でもあると言えるだろう。　　　　　　　　　　　、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈注〉
　自主管理協約（及び社会協定）が70年代に入って締結されるようになったのは、自主管理に見合う計画経済
の失敗、経済政策の無機能化、市場機能の拡大等々によって、とどまることを知らなかった所得格差の拡大に
主な原因をもっていた。（〔12〕p．79f．）
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